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は 30 代 40 代の女性店主らが述べるならまちや町
家が好きといった店主の嗜好性に基づく理由と，
ニッチな商品を扱う店舗の店主らが述べる人通り
が多い，自店舗以外の魅力がある，家賃の都合と
いった店舗経営に関わる理由があった．
　新住民型店舗が増加するにつれ，店主の居住地
はならまち周辺から奈良郊外や奈良県外へと拡大
した．これに伴い，店舗物件の契約は紹介から仲
介業へと移行した．また店主の居住地拡大に加え，
ならまち外で営業していた店舗のならまちへの移
転が近年増加していることから，ならまちで店舗
を営業することのメリットや魅力が広く認知され
はじめているといえる．
　第 5 章では聞き取り調査の情報をもとに新住民
型店舗と地域社会の関係について述べ，その要因
について考察した．
　まず地域住民や地域活性を目的とする組織を整
理し地域社会の状況について説明した．国勢調査
より清水通りでは若年層を中心とした人口の減少
が激しく高齢化が進んでおり，長期にわたり居住
している住民が多く他地域から住民の流入が少な
いことが判明した．自治会は少子高齢化により会
合参加者の高齢化，行事の減少など自治会活動の
衰退がおきている．ならまちの活性化を目的とす
る組織には，ならまちの観光振興を担当する奈良
市観光経済部ならまちにぎわい課の他にまちづく
り団体が複数存在している．
　新住民型店舗と地域社会の関係を具体的に記述
し，その関係性は希薄な状況にあることが判明し
た．要因は新住民型店舗と地域社会側双方に存在
する．新住民型店舗側の要因には店舗の運営形態
が挙げられる．新住民型店舗の多くは店主のみで
運営されているため店主は多忙であり，営業中は
店舗から離れることができない．このため店舗側
から各まちづくり団体への参加など積極的な取り
組みが行われにくいと考えられる．一方，地域社
会側の要因には新住民型店舗と地域住民の仲介役
の不在が挙げられる．地域コミュニティである自
治会の活動は衰退し新住民型店舗が参加しやすい
行事は減少している．また，仲介役として期待で
きる若年の地域住民も少ない．行政やまちづくり
団体も新住民型店舗には関与しようとせず，仲介
役としての機能を担わない．また，地域住民の新
住民型店舗へのよそ者扱いと，新住民型店舗店主
の地域住民への遠慮という双方の理由が，新住民
型店舗が地域に積極的に関与することを抑制させ
ていると考えられる．
4.  結論
　新住民型店舗は空き家を店舗として利用し，町
家の改修を行うことで景観保全に貢献していると
いえる．また，ならまちの集客に貢献し昼間の賑
わいを創出しており，新住民型店舗が増加したこ
とで，他地域で営業していた店舗のならまちへの
移転など出店する価値がある地域として広く認識
されてきていることから，観光振興に貢献してい
るといえる．
　一方で新住民型店舗は地域活性に貢献するとし
て期待されているものの，現在のならまちにおい
て新住民型店舗は地域に対し最低限の関与に留
まっており，既存店舗は現在も減少しており住民
活動の活性などの様子は見られなかった．
　新住民型店舗による地域活性を期待する場合，
新住民型店舗が地域社会と関係を構築できる仕組
みが存在するかどうかも考慮し，時には意図的に
創出する必要があるだろう．■
